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⚫ 2050年のカーボンニュートラル実現に向けて、電力の安定供給確保を大前提としつつ、
再エネの大量導入を見据えた電力ネットワークの次世代化を進めていくことが不可欠と
なっている。

⚫ 再エネ導入拡大の鍵となる送変電設備の増強には、一定の時間を要することから、早
期の再エネ導入を進める方策の１つとして、送変電設備混雑時の出力制御を条件に
早期接続を認めるノンファーム型接続の取組を進めてきている。

⚫ 2021年1月には、空き容量の無い基幹系統以下に連系される電源について、また、
2022年4月には、受電電圧が基幹系統の電圧階級の新規接続電源について、ノン
ファーム型接続の受付を開始した。その後、2022年８月末までに、約4,500万kWの
接続検討の申込み、約460万kWの契約申込みが行われている。他方、ローカル系統
におけるノンファーム型接続については、2023年４月１日に受付を開始することとし、検
討を進めている。

⚫ 系統接続を円滑に進める観点より、本日は、以下の論点について御議論いただきたい。

（１）ノンファーム型接続に伴う出力制御機器

（２）再給電方式（一定の順序）の制御対象の拡大
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本日の御議論





（参考）エリア別・電源別のノンファーム型の接続検討・契約申込みの受付状況
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区分
北海道
NW

東北
NW

東京
PG

中部
PG

北陸
送配電

関西
送配電

中国
NW

四国
送配電

九州
送配電

沖縄
電力

合計
(参考値)

太陽光 77.0 283.9 454.7 7.0 1.0 3.0 4.0 0.9 29.0 0.0 860.5

風力(陸上) 27.0 380.2 5.0 0.0 0.0 10.0 11.0 3.6 90.0 0.0 526.8

風力(洋上) 310.0 652.7 1254.2 0.0 34.6 247.0 0.0 0.0 384.0 0.0 2882.5

バイオマス等 22.0 5.9 31.4 0.0 0.3 0.0 0.0 1.6 11.0 0.0 72.2

水力(揚水除く) 2.0 1.4 0.9 0.0 0.4 0.0 0.0 1.1 0.0 0.0 5.8

地熱 6.0 0.0 2.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 10.0

火力 0.0 0.0 80.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 80.5

その他 38.0 0.0 4.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 43.4

合計 482.0 1324.1 1833.0 7.0 37.3 260.0 15.0 7.2 516.0 0.0 4481.6

単位：万kW

注1 各一般送配電事業者の2022.8末データより資源エネルギー庁集計
注2 ノンファーム型接続の容量は、ノンファーム型接続適用エリアでの受付を集計
注3 端数処理により、合計値が合わない場合があります
注4 新規連系以外（発電設備リプレースに伴う出力増減、同容量取替等）の申込み、地点重複の申込みを含む
注5 2021年1月13日以降の受付の累計（東京電力パワーグリッド含む）

＜接続検討の受付状況＞

区分
北海道
NW

東北
NW

東京
PG

中部
PG

北陸
送配電

関西
送配電

中国
NW

四国
送配電

九州
送配電

沖縄
電力

合計
(参考値)

太陽光 9.0 180.2 88.3 3.0 0.3 0.0 10.0 1.7 17.0 0.0 309.4

風力(陸上) 23.0 16.1 5.0 0.0 2.5 0.0 5.0 0.0 11.0 0.0 62.6

風力(洋上) 0.0 50.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 13.0 0.0 63.5

バイオマス等 1.0 8.4 1.8 0.0 0.0 0.0 1.0 1.5 0.0 0.0 13.7

水力(揚水除く) 0.0 0.6 0.1 0.0 2.5 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 3.7

地熱 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 2.0

火力 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.0 0.0 0.0 0.0 7.0

その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

合計 34.0 255.8 95.1 3.0 5.3 0.0 23.0 3.7 42.0 0.0 461.9

＜契約申込みの受付状況＞ 単位：万kW
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（１）ノンファーム型接続に伴う出力制御機器

⚫ 早期の再エネ導入を進める方策の１つとして、送変電設備混雑時の出力制御を条件に早期接
続を認めるノンファーム型接続の取組を進めてきている。2021年１月には、空き容量の無い基幹
系統以下に連系される電源について、また、2022年４月には、受電電圧が基幹系統の電圧階
級の新規接続電源について、ノンファーム型接続の受付を開始した。

⚫ ローカル系統におけるノンファーム型接続については、2023年4月1日に受付を開始予定であり、
電源の系統接続についてできる限り統一的な扱いを図る観点から、系統の空き容量の有無にかか
わらず、一律にノンファーム型接続を適用することとなる。ノンファーム型接続適用電源（ノンファー
ム電源）は、系統混雑時に確実に出力が制御されるよう、出力制御機器の設置が必要となる。

⚫ 現在、各一般送配電事業者において、送電系統（基幹系統、ローカル系統）及び配電系統に
接続される電源の出力制御機器の技術仕様書は公表されているが、太陽光・風力を対象とした
仕様書（もしくは主に太陽光・風力を対象とした表現となっている）になっているため、他の電
源種にも適用できることが読み取れるよう改定することとしている。

⚫ 他方、メーカー等に対するヒアリングにおいて、一部電源種（水力、バイオマス、地熱）について、
出力の変化率や精度などの各項目で、太陽光・風力を対象とした仕様と同一とすると、応答が
難しく、停止の対応を取らざるを得ない等の意見が挙げられた。

⚫ したがって、これら電源の出力制御機器の仕様について、系統混雑時に確実に出力が制御され
る前提を満たした上で、各電源の特性も踏まえた仕様とすることも含めて、検討することとしては
どうか。
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（参考）太陽光・風力の出力制御機器の仕様の例（東電PG）

⚫ 出力制御機能付PCS等においては、66kV未満及び66kV以上の系統に接続する場合
でそれぞれ技術仕様書を定めている。

⚫ 双方ともに、100％から０％で出力を変化できることに加え、100％/５～10分の変化
率に対応できることを求めている。

＜66kV未満に接続する場合の仕様書の記載（抜粋）＞

○出力制御機能付PCS等（66kV未満）技術仕様書 2019年9月5日制定 2020年7月17日改定 抜粋

５．１ 部分制御機能
【出力増減】
♦PCS等定格出力の１００→０％出力（０→１００％出力）までの出力変化時間を、５～１０分の間で１
分単位で調整可能とすること（誤差は±５％（常温））。
変化率は、「１００％/（５～１０分）」一定とすること。
♦変化率をリニアにする代わりに、一定のステップでの制御する方式（ランプ制御）も認める。なお、制御ステップは１
０％以下とすること。
（制御ステップ） ５分：１０％/３０秒（最小）、１０分：１０％/１分（最大）

【制御分解能】
♦定格出力の１％単位での制御とすること。
（精度は定格出力の±５％以内（常温）とすること）
♦ただし、風力発電設備にピッチ制御等が無く、機械的に対応不可能な場合において、発電機出力１００％以
外の制御値を受診した場合、一律、発電機出力を０％とすること。



（参考）出力制御に対応した機器の設置を求める規定

⚫ 現状、空き容量の無い基幹系統にノンファーム型で接続する電源に対しては、一般送配電
事業者と発電事業者の間で取り交わす同意書において、出力制御に対応した機器等の
設置を求めている。

⚫ また、太陽光等については、「電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン」（以
下、「ガイドライン」という。）において、一般送配電事業者からの求めに応じ、需給バランス
制約の出力制御機器の設置を行う旨を規定している。

⚫ 2022年4月1日以降、基幹系統に新たに連系する電源※をノンファーム型接続適用電源
として扱う場合、同意書による機器設置の求めではなく、ガイドラインにより出力制御に対応
した機器等の設置を担保していく必要があり、今後、ガイドラインの改定を行うこととする。
※受電電圧が基幹系統の電圧階級で、2022年4月1日以降に接続検討の受付を行った電源

⚫ なお、ガイドライン及び託送供給等約款の改訂までの間は、現状と同様、発電事業者との
間で取り交わす同意書により機器等の設置を担保する予定。
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○電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン（令和元年10月7日） 抜粋

３．発電出力の抑制
逆潮流のある発電設備のうち、太陽光発電設備及び風力発電設備には、一般送配電事業者からの求めに応じ、発電出力の抑制ができる機能を有する逆変
換装置やその他必要な装置を設置する等の対策を行うものとする。
逆潮流のある発電設備のうち、火力発電設備及びバイオマス発電設備（ただし、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法
（平成２３年法律第１０８号）に定める地域資源バイオマス電源であって、燃料貯蔵や技術に由来する制約等により出力の抑制が困難なものを除く。）は
発電出力を技術的に合理的な範囲で最大限抑制することができるよう努めることとし、その最低出力を多くとも５０％以下に抑制するために必要な機能を具備
する等の対策を行うものとする。ただし、自家消費を主な目的とした発電設備等については、個別の事情を踏まえ対策の内容を協議するものとする。

第39回 再エネ大量導入小委
（2022年2月14日）資料3



（参考）適用系統・電源

⚫ 基幹系統におけるノンファーム型接続の適用に際しては、実態を踏まえて円滑な移行を
図る観点から、まずは段階的に空き容量のない系統への接続を先行させ、その約１年後
に空き容量のある系統への接続に適用することとした。

⚫ その後の状況を踏まえ、ローカル系統※では、電源の系統接続についてできる限り統一的
な扱いを図る観点から、系統の空き容量の有無にかかわらず、一律にノンファーム型接続
を適用することとしてはどうか。

⚫ なお、ノンファーム型接続適用電源（ノンファーム電源）は、系統混雑に際して確実に出
力が制御されるよう、出力制御機器の設置が必要となる。

⚫ 一方、ノンファーム型接続の制度趣旨に鑑み、出力制御の開発・設置に要する期間がボ
トルネックとなって系統接続が遅れることのないよう、少なくとも接続時点において当面系
統混雑が見込まれない系統への接続においては、出力制御機器の設置について、必要
に応じて一定の猶予期間を設ける等、詳細は引き続き検討していくこととしてはどうか。
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※送電系統（基幹系統、ローカル系統）および、配電系統に接続される電源の出力制御機器の技術仕様書は公表されて
いるが、太陽光・風力を対象とした仕様書（もしくは主に太陽光・風力を対象とした表現となっている）になっているため、他
の電源種にも適用できることが読み取れるように改定を検討している。2022年度末のローカル系統のノンファーム型接続の適
用の受付開始時までを目途に改定作業を定めていく。

※なお、空き容量が有る場合に限りローカル系統の混雑管理・出力制御に対応したシステムの運用開始まで待たずに連系でき
ることとしてはどうか。

※配電用変圧器および配電設備を除く

第45回 再エネ大量導入小委
（2022年9月20日）資料1
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（２）再給電方式（一定の順序）の制御対象の拡大

⚫ 第42回系統WGにて、北海道エリアで高圧電源が起因で混雑が発生する可能性が示唆された。
基幹系統が混雑した場合、配電系統も再給電方式の制御対象としなければ新規電源接続が
できなくなるため、各エリアの混雑状況について確認し、必要に応じて対応策を検討することとした。

⚫ その後の確認により、最新の実績を踏まえて判断すると、配電系統に接続される電源が起因で混
雑が発生する基幹系統が、北海道エリアで2024年度末までに混雑が発生しうることがわかった。
また将来の不確実性（今後の更なる新規アクセス申込み等）を踏まえた想定まで見込むと、東
北エリアで2025年度末まで、四国エリアで2024年度末までに混雑が発生しうることがわかった。

⚫ このため、再給電方式による制御対象を配電系統へ拡大するなど、何かしらの対応を行う必要
がある。低圧を制御する場合も、高圧と同様に受電地点単位での発電計画値の提出が必要とな
るが、低圧については複数の受電地点を合算して発電計画を作成しているため、計画提出等の
観点で課題が多く、直ちに対応することが困難である。また、発電事業者にとっても、電源数が
多い低圧系統で受電地点単位での計画提出が必要となる等、業務負担が増す可能性もある。

⚫ 他方、高圧についてもシステム対応の課題は想定されるものの、低圧で懸念される課題による影
響と比較して限定的と考えられる。したがって、今後は混雑を前提とした系統利用になることを踏ま
え、再エネ接続を円滑化する観点から、制御対象を高圧まで拡大することとしてはどうか。

⚫ その上で、各エリアにおける混雑状況は様々であることから、高圧起因の混雑が発生する可能性
があるなど、各一般送配電事業者において必要性が認められた時点で、当該エリアにおいて再
給電方式の制御対象を高圧まで拡大することとしてはどうか。なお、可能な限り電源の新規接
続を妨げない観点から、低圧の扱いについては引き続き検討を進めることとすることとしてはどうか。








